

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　[image: image1.emf]本府の数値 早期健全化基準 財政再生基準
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備考：連結実質赤字比率については、連結実質赤字額がないため、「－」と表記している。

◆　早期健全化基準：自主的な改善努力による財政健全化が必要な水準

　　　　　　　　　　　→　財政健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等

◆　財政再生基準　：国の関与による確実な再生が必要な水準

→　財政再生計画の策定・外部監査の義務付け、起債の制限、総務大臣による予算変更の勧告等


　　　　　　　　　　[image: image2.emf]本府の数値 経営健全化基準
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会計名

20

箕面北部丘陵整備事業特別会計

大阪府中央卸売市場事業会計

大阪府工業用水道事業会計

-

-

-



-

資金不足比率

大阪府水道事業会計

大阪府地域整備事業会計

大阪府まちづくり促進事業会計

-

-

-

港湾整備事業特別会計


　　　　　　　　　備考：すべての会計について資金不足額がないため、「－」と表記している。

◆　経営健全化基準：自主的な改善努力による経営健全化が必要な水準

　　　　　　　　　　→　経営健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等


　

≪実質赤字比率　０．０２％≫

【趣旨】一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率
【基準】早期健全化基準３．７５％　財政再生基準　５％
　　　　　[image: image3.emf]・　一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計

　における実質赤字の額

・実質赤字の額＝ア繰上充用額+（イ支払繰延額+ウ事業繰越額）

　　　　　　ア・・・歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額

　　　　　　イ・・・実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額

　　　　　　ウ・・・実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額

・標準財政規模の額：標準的に収入が見込まれる一般財源の総額

（府税、地方譲与税、

普通交付税、臨時財政対策債、地方特例交付金等の収入見込みの合算額）

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模の額

　実質赤字比率＝


　　　　　[image: image4.emf]【単位：百万円】

一般会計 3,057,253 3,040,995 16,258 17,552 ▲ 1,293

大阪府営印刷所特別会計 538 411 127 0 127

関西国際空港関連事業特別会計

16,402 16,401 0 0 0

不動産調達特別会計 11,669 11,588 81 0 81

公債管理特別会計 808,758 808,326 432 0 432

市町村施設整備資金特別会計

14,460 14,456 4 0 4

証紙収入金整理特別会計 11,354 11,016 339 0 339

母子寡婦福祉資金特別会計 1,050 814 236 236 0

中小企業振興資金特別会計 21,979 19,796 2,183 2,183 0

農業改良資金特別会計 389 66 323 323 0

沿岸漁業改善資金特別会計 132 44 88 88 0

林業改善資金特別会計 101 1 100 100 0

3,944,084 3,923,914 20,170 20,482 ▲ 312

合　計（分子）

翌年度に繰り

越すべき財源(4)



歳入歳出差引額(3)

(1)-(2)

一

般

会

計

等

に

属

す

る

特

別

会

計

標準財政規模

（分母）

（臨時財政対策債発行可能額含む）

実質赤字比率（％）

1,499,780

0.02

実質収支額(５)

(3)-(4)

歳出総額

(2)

会　計　名

歳入総額

(1)


　　　　　　（注）単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計、歳入と歳出の差引等が一致しない場合がある。

　　　

　　　
≪連結実質赤字比率　該当なし（－％）≫

【趣旨】全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率

【基準】早期健全化基準８．７５％　財政再生基準１５％
　　　　[image: image5.emf]・連結実質赤字額：イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該越える額

　　イ　一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

　　ロ　公営企業会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

　　ハ　一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

　　二　公営企業会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

連結実質赤字額（イ+ロ）－（ハ+ニ）

標準財政規模の額

連結実質赤字比率＝


　　　　　　　[image: image6.emf]　　　　　　　　　　【単位：百万円】

一般会計等 ▲ 312

港湾整備事業特別会計 0

箕面北部丘陵整備事業特別会計

0

大阪府中央卸売市場事業会計 687

大阪府地域整備事業会計 0

大阪府まちづくり促進事業会計 2,786

大阪府水道事業会計 12,963

大阪府工業用水道事業会計 10,412

26,535

1,499,780

－

(参考）　連結実質収支は、２６５億円（＋１．８％）の黒字

実質収支額・資金収支額 会　計　名

合　計（分子）

地

方

公

営

企

業

法

非

適

用



法

適

用

標準財政規模

（分母）

（臨時財政対策債発行可能額含む）

連結実質赤字比率（％）


　　　　　　　　　（注）単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計とが一致しない場合がある。

≪実質公債費比率　１６.６％≫
【趣旨】一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率

【基準】早期健全化基準　２５％　財政再生基準　３５％
　　　　[image: image7.emf]（あ：地方債の元利償還金+い：準元利償還金）－

　（う：特定財源+え：元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　（え：元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

・準元利償還金：イからニまでの合計額

　イ　満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還をした場合における

　　１年当たりの元金償還金相当額

　ロ　一般会計等から公営企業会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの

　ハ　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

（公共用地の取得費等に係る支出額）

　ニ　一時借入金の利子

・特定財源：公営住宅使用料など

お：標準財政規模－

実質公債費比率＝


　　　　　　[image: image8.emf]【単位：百万円】

平成19年度 平成18年度 平成１７年度

252,763 252,762 261,175

189,556 178,840 171,695

44,739 49,629 55,395

178,479 171,894 166,555

219,101 210,079 210,920

1,499,780 1,475,723 1,379,821

1,321,301 1,303,829 1,213,266

16.5 16.1 17.3



合　計（分子） (あ)＋（い)-（う）-（え）

（あ）地方債の元利償還金

（い）準元利償還金

（う）元利償還金又は準元利償還金

   に充てられる特定財源

（え）算入公債費及び算入準公債費の額

16.6

（き）

実質公債費比率

（％）

     

（３か年の平均）

（お）標準財政規模

（臨時財政対策債発行可能額含む）

（か）実質公債費比率

（％）

（単年度）

合　計（分母） （お)-（え）


　　　　　（注）単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計とが一致しない場合がある。

≪将来負担比率　２９０．０％≫
【趣旨】一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

【基準】早期健全化基準　４００％　財政再生基準　なし
[image: image9.emf]ア［一般会計等地方債現在高］＋

イ［債務負担行為に基づく支出予定額

（地方財政法第５条各号経費等に係るもの）

］+

ウ［公営企業債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額］+

エ［退職手当支給予定額

（全職員に対する期末要支給額）

のうち一般会計等の負担見込額］+

オ［・府が設立した一定の法人の負債の額、

　　・府がその者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、

　　当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額］+

 +　▲(カ：充当可能基金額、キ：特定財源見込額、ク：地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額)

ケ：標準財政規模の額－（コ：元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）



　　

　（分子）



将来負担比率＝

　　　

（分母）


[image: image10.emf]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　【単位：百万円】

算定の考え方 算定値 備考（主なもの）

満期一括償還分を含む地方債の実残高

5,324,387

一般会計　5,062,698

地方債を財源とできる経費（公共用地の取得

費等）に係る支出予定額で、支出額が確定し

ているもの

87,857

土地の買い戻しに係るもの

　　　　　　　　　　　　　62,731



宅造事業以外：過去３ケ年の繰入実績に応

                   じ、企業債現在高を按分して

                  算定



宅造事業    ：販売用土地を時価評価の上、

                債務超過部分について将来負担

                に算入

46,645

　港湾整備　　　　20,243

　箕面北部丘陵　26,096



職員全員が年度末に自己都合退職すると仮

定した場合に支給すべき退職手当の額のう

ち、一般会計等負担見込額

913,423

①公社の負債額から計画上の収支見込額

  等を控除した額

②公社の負債額から府や国が買い取りを

 予定している土地等の資産を控除した額

③④第三セクター等が金融機関等から

 貸付を受ける際に、府が金融機関等との

 間で締結する損失補償契約に係る債務

 負担行為について、法人の経営状況等

 を勘案して算定した支出見込額

70,385

①道路公社　　　　　　　-

②土地開発公社　　16,519

③住宅供給公社　　13,186

④第３セクター等　　40,680

一般会計への貸付分を除いた充当可能残高

308,050

減債基金　259,663

財政調整基金　1,256

その他特定目的基金　47,131

地方債を財源とする貸付金の償還金や公営

住宅の使用料などの収入の実績により、算定

した充当見込額

372,275

公営住宅使用料　251,946



過去に発行した地方債の残高に普通交付税

の算入割合を乗じて算定した見込額

1,929,899

1,499,780

当年度の算入額 178,479

290.0

（オ）設立法人の負債の額等に係る一般会計等

   負担見込額



     ①道路公社

     ②土地開発公社

     ③住宅供給公社

     ④第三セクター等

（カ）地方債の償還額等に充当可能な基金残高

将来負担比率（％）

（ケ）標準財政規模の額

      

 （臨時財政対策債発行可能額含む）

（コ）元利償還金等に係る基準財政需要額算入額

項　　　　　　　目

（ア）一般会計等に係る地方債の現在高

（ク）地方債の償還等に要する経費として

       基準財政需要額に算入されることが

       見込まれる額

（イ）債務負担行為に基づく支出予定額

     

（地方財政法第５条各号経費）

（ウ）一般会計等以外の特別会計に係る地方債の

    償還に充てるための一般会計等からの繰入れ

   見込額

（エ）退職手当支給予定額に係る

   一般会計等負担見込額

（キ）地方債の償還額等に充当可能な特定の収入



≪資金不足比率（公営企業ごと）　該当なし（－％）≫
【趣旨】公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率
【基準】経営健全化基準　２０％　財政再生基準　なし
　　　　[image: image11.emf]　・　資金の不足額：

　　法適用企業＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費財源充当地方債現在高

　　　　　　　　　　-流動資産）-解消可能資金不足額

　　法非適用企業＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋

　　　　　　　          ＋建設改良費等以外の経費財源充当地方債現在高）-解消可能資金不足額

　　※　解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が

　　　生じる等の事情がある場合において、資金の不足額から控除する一定の額。

　　※　宅地造成事業を行う公営企業については、売出開始土地について時価評価の上、流動資産に加算

　　されるが、地方債現在高を超える資金余剰がないため、比率算定上は資金余剰額はゼロとみなされる。

資金の不足額

事業の規模

資金不足比率＝


　　　　　　[image: image12.emf]                      【単位：百万円】

資金不足額

資金不足比率（％）

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

法

非

適

用

法

適

用

地

方

公

営

企

業

会計名

大阪府水道事業会計

大阪府工業用水道事業会計

大阪府まちづくり促進事業会計

港湾整備事業特別会計

箕面北部丘陵整備事業特別会計

大阪府中央卸売市場事業会計

大阪府地域整備事業会計



参考：地方公営企業の経営状況（19年度決算）について
[image: image13.emf]【単位：百万円】

総収益

（歳入）

総費用

（歳出）

累積資金収支

（実質収支）

企業債現在高

健全化法上の

資金余剰額

（歳入）　　 （歳出） （実質収支）

17,140 8,460 1,594 50,498 0

（歳入）　　 （歳出） （実質収支）

5,532 4,557 0 27,950 0

1,980 2,273 687 612 687

2,030 894 67,867 110,540 0

2,079 1,354 2,786 106,066 2,786

50,142 45,437 10,589 186,515 12,963

9,323 8,574 10,412 23,429 10,412

　（注）法非適用企業は、「総収益」「総費用」「累積資金収支」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示

会計名

法

適

用

大阪府中央卸売市場事業会計

大阪府地域整備事業会計

大阪府水道事業会計

大阪府工業用水道事業会計

非

適

用

港湾整備事業特別会計

箕面北部丘陵整備事業特別会計

大阪府まちづくり促進事業会計



[image: image14.emf]○一般会計

　　　*流域下水道事業(H19まで一般会計)は、

　　　　H20から特別会計化

○特別会計：１１会計

　大阪府営印刷所特別会計

　関西国際空港関連事業特別会計

　不動産調達特別会計

　公債管理特別会計

　市町村施設整備資金特別会計

　証紙収入金整理特別会計

　母子寡婦福祉資金特別会計

　中小企業振興資金特別会計

　農業改良資金特別会計

　沿岸漁業改善資金特別会計

　林業改善資金特別会計

公営事業会計

該当なし

○地方公営企業法適用：５会計

　大阪府水道事業会計

　大阪府工業用水道事業会計

　大阪府中央卸売市場事業会計

　大阪府地域整備事業会計

　大阪府まちづくり促進事業会計

○地方公営企業法非適用：２会計

　港湾整備事業特別会計

　箕面北部丘陵整備事業特別会計

　公営企業ごとに算定

　

該当なし

○地方三公社

　大阪府土地開発公社

　大阪府住宅供給公社

　大阪府道路公社

○地方独立行政法人

　公立大学法人大阪府立大学

　大阪府立病院機構

○第３セクター等

　(財)大阪府育英会

　(財)大阪産業振興機構

　(財)大阪府産業基盤整備協会　　等

一部事務組合・広域連合

地方公社・

第３セクター等

地

方

公

共

団

体

　　特別会計

公営企業

会計

　　一般会計

実

質

赤

字

比

率

一般会計等

連
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　　●指標の整備と情報開示の徹底

　

・フロー指標：

　　実質赤字比率、連結実質赤字比率、

　　実質公債費比率

　・ストック指標

　　将来負担比率＝公社・三セク等を含めた実質的

　　負債による指標

　　→監査委員の審査に付し議会に報告し公表

健　全　段　階





　●自主的な改善努力による財政健全化

　

　・財政健全化計画の策定（議会の議決）、

　　外部監査の要求の義務付け

　・実施状況を毎年度議会に報告し公表

　・早期健全化が著しく困難と認められると

　きは、総務大臣又は知事が必要な勧告

財政の早期健全化

公営企業の経営の健全化





　●国等の関与による確実な再生

　

　・財政再生計画の策定（議会の議決）、

　　外部監査の要求の義務付け

　・財政再生計画は、総務大臣に協議し、同意

　　を求めることができる

　　　【同意無】

　　　・災害復旧事業等を除き、地方債の

　　　起債を制限

　　　【同意有】

　　　・収入不足額を振り替えるため、償還

　　　年限が計画期間内である地方債（再

　　　生振替特例債）起債可

　・財政運営が計画に適合しないと認められる

　場合等においては、予算の変更等を勧告

財政の再生


平成１９年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率（確定値）





平成19年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について、監査委員の審査を


経て、９月定例府議会に報告しました。


◆　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定により、


　確定値として公表します。


　　なお、各比率については、９月に公表いたしました暫定値から変更ありません。





健全化判断比率





健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び


将来負担比率）は、いずれも「早期健全化基準」に該当しない状況。





公営企業の資金不足比率





各公営企業における資金不足比率については、資金不足を生じた公営企業はないため、いずれの会計においても「経営健全化基準」に該当しない状況。





比率の算定内訳





一般会計は約１２．９億円の実質赤字が生じた一方で、


一般会計等に属する特別会計の実質収支はいずれも黒字


となり、実質赤字比率は０．０２％となった。





【参考】大阪府における早期健全化・財政再生基準の該当ライン


　　　　　＜早期健全化＞▲５６２億円　　　＜財政再生＞▲７５０億円








一般会計等の実質赤字は約３．１億円となったものの、公営企業会計においては、それを上回る実質黒字（資金余剰）となったため、連結実質赤字比率は該当なし。





【参考】大阪府における早期健全化・財政再生基準の該当ライン


　　　＜早期健全化＞▲１，３１２億円　　　＜財政再生＞▲２，２５０億円





※　流域下水道事業に係る収支は、一般会計等に含む。（平成20年度から特別会計化）





　　実質公債費比率（H17～H19平均）は、１６．６％となった。





【参考】従前の普通会計決算統計上の値


＜前年度（H16～H18平均）１６．７％＞　＜前々年度（H15～H17平均）１５．５％＞








　平成１９年度末において、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債は、標準財政規模の約２．９０倍で、早期健全化基準（４．００倍）を下回った。


　　


将来負担額（６兆４，４２７億円）-充当可能財源等（２兆６，１０２億円）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝２９０.０％


　　標準財政規模（１兆４，９９８億円）-算入公債費等（１，７８５億円）








いずれの公営企業会計も資金不足は生じておらず、資金不足比率は


該当なし。





比率の算定対象





財政健全化法の概要
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